誓　　約　　書
 　　年 　　月 　　日
　（宛先）千  葉  市  長　
				住所（所在地）
					商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
（担当者氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　

[bookmark: _GoBack]今般の千葉市公立学校教職員のメンタルヘルス対策に関する調査研究事業業務委託の見積りに関し、下記のいずれにも該当していない者であることを誓約するとともに、必要に応じ、関係官公署に対しこの誓約書の写しを送付すること及びこの誓約書の記載事項に該当していないものであることについての照会を行うことに異議がないことを申し添えます。
記

１　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する者
２　手形交換所による取引停止処分を受けてから２年間を経過しない者
３　本企画競争の参加申し込み前６か月以内に不渡手形又は不渡小切手を出した者
４　会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の更生手続開始の申立てをした者で同法に基づく裁判所からの更生手続開始決定がなされていない者
５　民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の再生手続開始の申立てをした者で同法に基づく裁判所からの再生計画認可決定がなされていない者
６　千葉市内において、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）に違反している者
７　千葉市建設工事請負業者等指名停止措置要領（昭和６０年８月１日施行）又は千葉市物品等入札参加資格者指名停止措置要領（昭和６０年８月１日施行）に基づく指名停止措置等を、本企画競争参加申し込み期限の日から仕様書協議後における見積徴収日までの間に受けている者
８　私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律等の規定に抵触する行為を行っている者
９　法人税並びに消費税及び地方消費税を完納していない者
10　千葉市内に本店又は営業所等を有する者にあっては、千葉市税（延滞金を含む）を完納していない者
11　千葉市内に本店又は営業所等を有する者で、個人住民税の特別徴収を行うべき 者にあっては、個人住民税の特別徴収を行っていない者
12　千葉市暴力団排除条例（平成２４年千葉市条例第３６号）第９条に規定する暴力団員等又は暴力団密接関係者である者
